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若いころから空調などの配管工事に従事
し、石綿を含んだ建物の屋根や壁の掘削や
解体を行っていたＡが、70歳を過ぎてから
呼吸が次第に苦しくなり病院に行ったとこ
ろ、石綿によるびまん性胸膜肥厚と診断さ
れた。

労働基準監督署長は、発症の原因と考え
られる石綿を吸い込んだ当時の作業内容に
ついては、所属会社がすでに不存在である
が同僚などの証言によりおおむね働いてい
たことが想定され、労災に該当する疾病で
あることは認められるとした。
しかし、Ａは、被災当時その会社の労働
者として働いておらず自営業者として発注
を受けていたことが明らかであった。また、
一人親方として特別加入していないことが
判明しているため、労災保険の適用はでき
ず業務外となった。

石綿による疾病は、このケース以外に肺
がんなど数種があり最終的には死に至るこ
とが多い非常に恐ろしい病気である。
石綿業務に従事した離職者を対象とした
健康管理手帳の交付制度があり、その交付
を受けた場合は、健康診断を定期的に受け
られ労災も認定され問題はない。しかし、
健康管理手帳の交付を受ける前に症状が悪
化し、労災保険の請求を行うケースも多く、
その場合には、労災認定の問題が起きる。
労災保険では、石綿肺、中皮腫、肺がん、
寮生石綿胸水、びまん性胸膜肥厚が疾病と
して認められている。労働基準監督署にお
いては、石綿作業の従事歴や、医学的事項

が

え
る
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について調査を行い、石綿確定診断委員
会の意見などを聞いて労災認定の決定を行
う。
石綿ばく露作業としては、石綿の粉砕、
運搬作業や切断などの加工作業、石綿建築
物の補修、解体作業などが挙げられており、
一定期間の従事についての証明が必要にな
る。ただし、疾病の発症が長い時間の後で
あるため、そのばく露についての被災者の
立証責任は軽減されている。
しかし、どこの会社の、どのような石綿
業務に、どの期間従事していたかについて、
時系列で説明できることは必要である。当
時の事業主の証明や同僚の証言があればベ
ストである。一方、当時の会社がなくなっ
ている場合もあるので、会社が石綿に関連
する仕事をしていた資料などがあれば準備
をしておく。
今回のAは、若いころから空調などの配
管工事に従事しており、石綿を含んだ建物
の屋根や壁の掘削や解体を行っていた。70
歳を過ぎてから呼吸が次第に苦しくなった
ため、病院に行ったところ、石綿によるび
まん性胸膜肥厚と診断されたという。Ａの
ケースについては、かなり所属会社を転々
としていたが、発症の原因と考えられる石
綿を吸い込んだ当時の作業内容について
は、所属会社がすでに不存在であるものの、
労基署の調べによると、時系列で会社名、
期間、作業内容をまとめることができ、同
僚の証言なども得られていたことから、労
災に該当する疾病であると認定された。
次に、発症した当時の資格についての問
題がある。
労働者であることが証明されれば問題な
いが、明らかに一人親方でありかつ特別加
入していなければ、労災の対象にはならな
い。相当以前の特別加入についての証明も

必要になるということだ。当時の就労形態
がはっきりしない場合は、労働者性を認め
る資料として賃金明細や社会保険加入資料
などを提示することも必要になる。今回の
ケースでは、労災給付請求書類提出時は一
人親方として特別加入していたが、発症当
時は自営で仕事をしており、特別加入して
いなかったことがはっきりしたため、労災
が認定されなかったのである。
石綿による疾病については、医学的所見
の他、石綿ばく露作業に一定期間従事して
いたことが証明されれば、通常は労災認定
される。今回のケースのように、特別加入
をしていないケースや、石綿による疾病で
あるが業務に起因していることが明確でな
い場合（例えば、石綿工場の周辺に住んで
いたような場合）については労災の対象に
はならない。
その場合は、石綿による健康被害の救
済制度による救済を受けることが可能であ
る。この制度は、労災保険よりやや給付は
少ないが認定は早い。従って、明らかに労
災対象にならないと分かるような場合は、
最初からこの救済制度を利用したほうが賢
明であろう。

◇ SRアップ21：www.srup21.or.jp

業務遂行性検証 事故① 事故②
A：業務に従事してい
るか △ 〇

B：事業主の支配下に
あるか 〇 〇

C：施設管理下にある
か 〇 ×

判断 業務遂行
性あり	

業務遂行
性あり

①業務外を追加
②分量不足のため一部加筆

③一部かな表記に
④予備


